

























量は、ガスが 37,835MW で 36％、石炭が 35,315MW で 33％、原子力が 22,529MW で 21％、水
力が 6,281MW で６％、油類が 3,893MW で４％となっている。ガスと石炭が原子力発電を上回っ
ていることがわかる。KEPCO の発電子会社の設備容量は 81,055MW で全体の 76.6％である一方、
（1）CBP は、電力市場に参加した発電機の変動費を基準に市場価格を決定する電力取引市場をいう。韓国では電







民間資本の独立発電事業者（Independent Power Producer、以下 IPP）
（2）
は 23.4％となっている。
　また、KEPCO の発電子会社および IPP が所有する発電機の数は合計 407 基である。その構
成率は、ガスが 239 基で 59％、石炭が 61 基で 15％、水力が 57 基で 14％、油類が 26 基で６％、
原子力は 24 基で 6％である。この内、IPP の発電機の数は、ガスが最も多く、239 基中 131 基
であり、その割合は 54.8％となる。その次は、水力で 57 基中 20 基で 35％となっており、油類
は 26 基中９基で 34.6％、石炭は 61 基中２基で 3.3％という割合を示している。以上のことから、















（2）2018 年 12 月基準、KEPCO の発電子会社は、水力・原子力発電会社、南東発電会社、中部発電会社、東西
発電会社、西部発電会社、南部発電会社の６社がある一方、IPP は 19 社で、POSCO ENERGY、GS POWER、









ガス 15,916 21,919   37,835（36％） 108 131
239
（59％）
石炭 34,125   1,190   35,315（33％） 59 2
  61
（15％）
原子力 22,529 ―   22,529（21％） 24 ―
  24
（6％）
水力   5,295   986     6,281（6％） 37 20
  57
（14％）




























2001 81,540 30,194 38,368 37,424 32,382 40,684 433 261,025
2002 116,397 39,324 52,146 54,399 43,614 54,519 1,851 362,250
増加率（倍） 1.4 1.3 1.4 1.5 1.3 1.3 4.3 1.4
2003 116,397 39,324 52,146 54,399 43,614 54,519 1,851 362,250
増加率（倍） 1.4 1.3 1.4 1.5 1.3 1.3 4.3 1.4
2004 127,579 42,909 55,604 54,198 59,881 55,959 7,889 404,020
増加率（倍） 1.6 1.4 1.4 1.4 1.8 1.4 18.2 1.5
2005 142,893 49,166 58,474 55,921 60,748 58,082 8,443 433,728
増加率（倍） 1.8 1.6 1.5 1.5 1.9 1.4 19.5 1.7
2006 144,434 50,236 59,751 56,024 62,743 62,655 12,618 448,460
増加率（倍） 1.8 1.7 1.6 1.5 1.9 1.5 29.2 1.7
2007 138,781 50,988 62,329 63,351 64,122 65,093 14,673 459,338
増加率（倍） 1.7 1.7 1.6 1.7 2.0 1.6 33.9 1.8
2008 146,115 59,030 65,015 65,420 64,660 70,581 20,823 491,643
増加率（倍） 1.8 2.0 1.7 1.7 2.0 1.7 48.1 1.9
2009 142,522 66,744 70,360 65,210 71,828 71,497 23,962 512,123
増加率（倍） 1.7 2.2 1.8 1.7 2.2 1.8 55.4 2.0
2010 143,807 66,481 69,343 67,577 72,863 70,164 28,080 518,316
増加率（倍） 1.8 2.2 1.8 1.8 2.3 1.7 64.9 2.0
2011 151,849 64,554 66,456 71,126 76,138 70,523 39,643 540,289
増加率（倍） 1.9 2.1 1.7 1.9 2.4 1.7 91.6 2.1
2012 148,699 64,581 61,121 69,666 75,165 69,036 42,169 530,438
増加率（倍） 1.8 2.1 1.6 1.9 2.3 1.7 97.5 2.0
2013 139,897 62,924 67,045 71,901 77,665 69,647 50,288 539,367
増加率（倍） 1.7 2.1 1.7 1.9 2.4 1.7 116.2 2.1
2014 156,862 69,764 68,133 73,401 74,855 67,154 72,193 582,362
増加率（倍） 1.9 2.3 1.8 2.0 2.3 1.7 166.9 2.2
2015 161,633 74,519 65,790 76,320 76,103 71,303 104,059 629,727
増加率（倍） 2.0 2.5 1.7 2.0 2.4 1.8 240.5 2.4
2016 159,749 74,719 64,021 76,058 77,449 73,277 110,980 636,253
増加率（倍） 2.0 2.5 1.7 2.0 2.4 1.8 256.5 2.4
2017 142,463 74,080 70,915 88,245 82,882 82,188 158,823 699,597
増加率（倍） 1.7 2.5 1.8 2.4 2.6 2.0 367.1 2.7
2018 104,830 58,380 54,072 70,556 69,932 65,402 146,077 569,247




　この IPP は、毎年の電力入札量が増えつつあり、2012 年には 42,169GWh（2001 年度対比
97.5 倍）、2015 年は 104,059 GWh（2001 年度対比 240.5 倍）に増加していることがわかる。また、
2018 年の電力入札量は 146,077GWh で、全体の 25.7％を占めている。これは、2001 年度の実に
337.6 倍となっており、非常に高い伸び率であるといえる。上記の表１からも確認した通り、全
発電機 407 基のうち、162 基が IPP の発電機であり、39.8％の発電機を保有していることとなる。
















































































　しかし、2013 年には当期純利益が 1,743 億ウォンと少し回復され、2014 年には 27,990 億ウォ









































期だけで１兆 8,399 億ウォンとなり、これは前年度対比で 48％急増したこととなる。具体的には、
2015 年の上半期の精算調整係数は 0.1936 だったのが、下半期には南東発電が 0.5234、東西発電





　また、連合ニュース（2019）によると、2019 年２月、KEPCO が「2019 年の財務危機の非常
経営の推進計画案」を発表した。その内容は、2019 年の営業利益が２兆 4,000 億ウォンの赤字に
なる見込みであること、また当期純利益が１兆 9,000 億ウォンの赤字に落ちる見込みであること
を発表した。これらの原因として挙げられたのは、原子力発電の安全性の強化、新・再生エネル










































うな精算調整係数の問題、系統限界価格（System Marginal Price、以下 SMP）の変動の幅が大
きいという問題を改善するため、また IPP の新規投資を誘発する目的で、VC を導入したという。
確かに VC では、韓国電力取引所（Korea Power Exchange、以下 KPX）での取引を行わず、政
（7）価格決定基準の変化の期間は、１回目は、2001 年４月２日から 2006 年 12 月 31 日まで、２回目は、2007
年１月１日から 2008 年４月 30 日まで、３回目は、2008 年５月１日から 2013 年２月 28 日まで、４回目は、
2013 年３月から現在までであり、さらに 2015 年には VC が導入された。
表3．電力規制改革前・後の比較








限界発電機の選定 変動費と容量で決定 変動費と容量で決定 同様



















かし、KEPCO の発電子会社と IPP の間の価格競争が行われていなかったのは、規制改革を行っ
た趣旨に反することである。もともと政府により制限されている電力料金は、計画通りに規制改
革が進んだとしても、電力の需要者に及ぼす影響は大きくなかっただろう。電力取引市場での価
格決定は、KEPCO の発電子会社と IPP の間で公平に算定されていないことによって、IPP に大
きな利益を生み出したこともあったり、一方で、KEPCO が赤字に陥る結果となったり、いずれ
リスクはあると考えられる。
　また、電力取引市場に導入された VC は、IPP に新たな参入を誘発する目的もあるため、ます
















































（https://www.yna.co.kr/view/AKR20190212113251003?section=search、2019 年３月 10 日閲覧）
